３．「モデル事業実施施設」の事業報告書の概要

（1）宮城県仙台市・西多賀ワークキャンパス（身体障害者入所授産施設）

※コンサルタント：㈱三澤経営センター

　●モデル事業取り組み以前の作業の内容　（※工賃水準ステップアップ対象科目）
　　※製造部 － 自動車部品検査、箱組立作業、ソテツの実加工、巻線加工

　　・印刷部 － パソコン入力・編集、印刷・製本、ホームページ更新、ラベル作成、など

　●工賃水準ステップアップの方向性

　　→ 現在行われている製造部の作業内容を下請作業から商品等の生産販売の自主生産への切り替え（平成20年４月の新体系への移行（施設移転）を機に）

　　→ 既存の製造部の作業を見直し、継続する作業と廃止する作業を決定

　　→ 自主生産の商品、顧客、販売方法など実行に向けた具体的な事業計画を策定

●工賃アップ目標達成のための改善計画の概要

　　 ① 自主生産への切り替え

　　 ② 営業の仕組みづくり

　　 ③ 利用者の作業能力把握

　●計画実行スケジュールの概要

　　 ・18年度 － 製造部の作業内容を下請から商品等の自主生産に切り替える計画策定

※新たに「食品部」を創設する改善計画を策定

　　 ・19年度 － 確定した計画に基づいての具体的な転換準備の実行

　　 ・20年度 － 自主生産のスタート

　●地域ネットワーク会議の委員の選定プロセス

　　　新しい事業を進めるにあたり、幅広いネットワークを広げられ、各分野で活躍している人を基準に障害者就労支援関係者、民間企業関係者から委員を選定することに決め、各職員からの推薦を受け、コンサルタントが入った作業開拓プロジェクト会議で５名を選定した。人選にあたっては、特に食品関係で専門家のアドバイスを得たいので、地元のフードコーディネーターに加わってもらい、また、将来の商品流通・販路拡大を考えて、生協関係者に加わってもらった。

　●具体的数値目標と達成度
	
	17年度実績
	18年度の実績

（事業完了時点）
	19年度の目標
	最終目標

（20年度）

	平均工賃

(目標)金額
	11,860円
	実績： 12,800円

目標：　12,000円
	15,000円
	30,000円


　●モデル事業における効果

　 ① 利用者への効果
新しい作業種目の考案に対して、積極的な意見や提案が出された。一部の利用者からは具体的な園芸関係や野菜等の食材提供のための耕作の提案に基づいて、土・肥料・種を購入して試作する動きも出ており、他の施設等の見学希望も出されるなど、取り組もうという意識が高まっている。

　 ② 職員への効果
これまでは受身（待ちの姿勢）になりがちで作業の確保に重点がおかれており、より高い工賃を目指すことに関しても意識が希薄であったが、本モデル事業でさまざまな検討を進める中で、課題の顕在化や方針の明確化を図ることにより、現状打破と新事業へのチャレンジを目指す意識が高まった。

　 ③ 施設全体への効果
20年４月に施設の移転に加えて障害者自立支援法による新事業への移行を計画するにあたって、モデル事業を行うことによって、具体的な計画立案を職員・利用者が共同参画して進めることができた。それによって情報・意識の共有化を図ることができた。

新たな作業科目を考える上で、下請から自主生産への転換を図ることを契機に、地域との関係強化や地域貢献のための施設のあり方をより一層考えるようになった。

　●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

　　　今年度の取り組み期間が、半年間の短期間ということもあり、計画の方向性は決めることができたが、具体的な商品生産やショップ運営等の活動計画の立案までには至らなかった。当施設は平成20年４月に移転建て替えと新事業移行にともなって新たな取り組みを開始する予定なので、その準備のため19年度は今回立てた計画をもとに、より実践的、具体的な活動に着手していく。

　●コンサルタントの総合評価

　　・ 事業転換をともなう工賃のステップアップを目指したため、目指すものの大きさにくらべて検討期間が短かった。

　　・ 新体系事業では今までと違う働き方になり、職員も利用者も期待と不安が混在しているものと思われる。

　　・ 移転地において今までにはなかった地域住民との交流を楽しみにしている人も多い。

　　・ その意味において、今回の事業は単なる工賃のステップアップという側面のみならず、意識改革と施設風土の変化に及ぼす影響が大きい。

　●工賃水準ステップアップ事業（モデル事業）の進め方に対する意見・提案

　（モデル事業実施施設の立場から）

　　・ 今回のように限られた期間で行われる事業であれば、スタート時に目標の明確化と事業内容の工程計画を、綿密に決めて実行していく必要を感じた。

　　・ よりよいアドバイザーを利用できる人材バンク等のルートを持つ必要がある。

　　・ 事前の取り組みとして、特に職員（指導員等）の問題意識の共有化やポジティブにやり抜く意欲を醸成するための会議・研修が必要である。
　（コンサルタントの立場から）

　　・ 地域住民も含めて利用者（家族）や外部の実務家・専門家を巻き込む仕掛けづくり。

　　・ 企業経営的な発想で経営管理の仕組みをつくる。

　　・ 利用者・職員の負担が過度にならないような工夫をする。

　　・ 自己限定しないと同時に、自分たちの能力以外のことは他人の力を借りるという発想で取り組む。

　　・ 福祉サービスと就労サービスの区分をはっきりさせ、就労サービスの中でも機能分化をはっきりさせた事業展開を考える。

①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）
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